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１節．本稿の課題
（１）問題の所在　
二〇一三年四月二八日、日本政府は「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」を開催した。閉会の辞の後、参列者の
一部から「天皇陛下万歳」の声が発せられ、首相を含め、多くの参加者が万歳に加わった。天皇・皇后両名が凍りついたような表情をしていたことに彼らは気づいていただろうか。その後二年間、四月二八日の政府主催の式典は行われていないが、 首相は今後も「節目」ごとに行うことを示唆している
（１）
。自民党は野党時代にこの日を祝日にする法案も出しており、
この日付の意味はきちんと考えておく必要がある。　
二〇一三年の式典の開催前後において、 「主権回復の日」に対して沖縄県民からの激しい批判が寄せられたことを記憶
している方も多いことと思う。 「四・二八」という、 「本土」にお ては長ら 大きな意味をもたされてこなかった日付は、沖縄ではずっと「屈辱 日」として記憶され きた。　「本土」の状況はといえば、沖縄の声の受け止め方が鈍かっただけではない。安倍首相の歴史認識に元々批判的な論者
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(2)　　
が批判を述べていても、多くは沖縄にとっての屈辱の日だからという点が中心となっている
（２）
。しかしこの問題は沖縄から
の批判にとどまらな 視点で考えるべきものである。だがこの主題 密接にかかわる領域の日本近現代史、政治史、外交史の研究者から、そうした指摘がほとんどなされていないように思える。　
例外と言えるのは、まず、この式典の意味するものが、 「帝国継承原理」にあるとしている武藤一羊である。武藤は、
この式典が、大日本帝国と現在との連続性を強調し、国民主権 現憲法を否定しようとする歴史観に貫かれていることを指摘している
（３）
。もう一つは、政治学者の西川伸一が、主に新聞記事の分析から、産経新聞及び、同誌と関係の深い保守知
識人である小堀桂一郎がどうこの式典の開催を後押ししてきたか いう経緯を明らかに て
る（４）
。 「主権回復の日」に関
する先行研究と呼べ も はこの論文くらいで、あとは時評と言うべきものであろ 。　
一九五二年四月二八日、サンフランシスコ講和条約が発効し、日本は被占領状態からの独立を果たした。それを「主権
回復」と位置付けたうえで、その式典の締めく りが「天皇陛下万歳」であったことは、式典の前（四月二二日）に書かれた武藤の文章が見通していたように まるで回復された主権とは、日本国憲法における国民主権ではなく、大日本帝国憲法の君主（天皇）主権であったのかと思わせ 。そもそも、一般に独立や講和条約の発効、占領の終結といった用語で語られることの多かったこの日付を、 「主権回復の日」 位置付けるこ 「四・二八」にまつわる様々な出来事を見えにくくする。式典 正式名称は「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」であるが、メディア は「主権回復 日」語られていたし、自民党の政策集
J‐ファイル（二〇一二、 二〇一三，二〇一四）にも「主権回復の日」の式典と書かれ
ている。　
本稿は、この「主権回復の日」の式典を安倍内閣が実施したことを出発点に、四月二八日を「主権回復の日」と位置づ
けることじたいの問題を明らかにし、その背後にある歴史認識、自己（自国）認識と、それが歴史研究の積み重ねの中で現在妥当とされて る歴史から見て、 ど ような問題を含んでいるのか考察してい 。実はここ 歴史修正主義的な 「歴
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史の書き換え」 、特に新しい傾向としての「戦後史の書き換え」とでもいうべき意図がはっきりと見られるのである。　
この問題の考察に当たり、
2節でなぜ沖縄の人々が四月二八日を「屈辱の日」として位置づけ、政府式典に抗議したの
かを確認した後、
3節でそもそも主権の喪失が何を意味したのかを見ていく。その中で、この問題が決して沖縄だけのも
のではないことが明らかになるだろう。そして
4節で、結局のところ、一九五二年四月二八日が意味したことは何だった
のか、現在何を意味しているのか とい ことを論じていきたい。（２）議論の限定　
そもそもこのテーマは、なぜ日本が主権を失い、占領下で何があり、講和条約の締結交渉で何が議論され、締結が実際
にどのような結果をもたらしたのか いった膨大 領域を扱うことになるため、四月二八日を「主権回復の日」と位置付けること 問題点を浮かび上がらせることに目的を限定する。そのため既存の関連研究に依拠しつつ、基礎的な くつかの条約や文書を読解し、この「主権回復 日」 関する問題の構造を簡潔に示していく。　
この問題を大局的に考えるにあたって、ジョン・ダワーの「サンフランシスコ体制」 （
San Francisco Treaty System
）と
いう考え方が参考 なる。一九五一年から五二年に けて形成されたシステムで、サンフランシスコ講和条約と日米安保条約を軸とし、それが今日まで日本にとって八つの負 遺産を残しているとダワーは う。それは１．沖縄と「二 の日本」 、２．未解決の領土問題、３．米軍基地、４．再軍備、５． 「歴史問題」 、６． 「核 傘」 ７．中国と日本の脱亜、８． 「従属的独立」である いう
（５）
。 「四・二八」を「主権回復の日」として焦点化することは、ここに挙げられた多様な意味合いを
見えにくくする効果を持つ。本論ではここに含まれていない幾つかの点も含めて、この問題を明らか していく。
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２節．沖縄「屈辱の日」
（１）沖縄の怒り　
二〇一三年四月二八日、沖縄県知事は政府主催の「主権回復の日」式典を欠席、県内では一万人規模とも言われる、式
典に対する大規模な抗議集会が行われた。自民党の政策集（
J―ファイル二〇一二）に入っていたとはいえ、大きな議論
もないままに開催された式典には唐突の感があり、早くから批判をぶつけた沖縄の人々の思いは十分には聞き入れられなかった。かねてから沖縄にとって「四・二八」とは講和条約の発効により、奄美、小笠原諸島などととも 日本から正式に切り離され、米国の施政権下に入った「屈辱 日」に他ならな った。それを「記念」すると言われては、色々な言い訳をされたところで納得がいかないだろう。そもそも、今回のよう 形で地域的少数派として 沖縄県民の思いが常 踏みにじられてきた とこそが、彼らの怒りの根底にあること 全く理解されていないことになり、やはり沖縄は日本ではなかったと言わ よう 思いを持った沖縄県民が多いのではないか。いわばサンフランシスコ体制のひずみを最も大きく受けたのが沖縄だともいえる。　『沖縄タイムス』二〇一三年四月二八日の社説には、次の言葉がある。
　
沖縄の戦後史は、主権を失ってしまった住民による
主権獲得のための抵抗の歴史だと言っていい。主権獲得とは、
具体的には「自治の拡大」や「人権の擁護」などを指す。　
地位協定や関連取り決めによって日本の主権行使は著しい制約を受けている。この問題を解消しない限り、沖縄の
主権回復は絵に描いた餅のようなものだ。 〔傍線は引用者による〕
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そもそも主権ということばは、多義的なものである。教科書的な説明では、①国家権力そのもの（国家の統治権） 、②
国家権力の属性としての最高独立性（内にあっては最高、外に対しては独立） 、③国政についての最高の決定権（国民主権か君主主権かなど）という三つが挙げられる
（６）
。
　
この社説は、主権を具体的に言い換え、そこに「自治の拡大」と「人権の擁護」を書き込んでいる。ここには、沖縄で
は今でも自治が踏みにじられ、人権が侵害されているという認識がある。こうした立場に対して、②のうちの対外的独立のみの問題として 民 とは切り離して考えるというこ は、一つの立場として成立するが、日本が敗戦と占領を挟んで君主主権から国民主権に変わったという極めて重要な事実を軽視することで成り立つものである。その立場から「四・二八」という日付の意味をしっかり 捉えることはできない。 『沖縄タイムス』の指摘は、国民主権の国家として独立した意味を掘り下げて考える上で、決して無視できない重みをもっ 。　
国民主権においては「国民が自ら国の統治のあり方を最終的に決意する
（７）
」という要素があるが、沖縄に対しては、その
特殊な歴史的事情にもかかわらず、この点が無視され続けてきたこと 問題である。つまりは具体的な政治課題に対して国民が意思決定をする権利 無視であ 。これはもっぱら、憲法改正の国民投票に限定されて捉えられる傾向にあり、この傾向自体が大きな問題ではあるが、それはさ おいても、憲法の条文上、九五条の住民投票 すなわち、 「一の地方公共団体のみに適用される特別法 、法律の定め と ろにより その地方公共団体の住民の投票においてそ 過半数 同意を得なければ、国会は、これを制定す ことができない」で、その地域住民自身が意思決定す ことを保障されていることも、国民主権を担保するものであ 。そして 日本から 「切り捨て」や「復帰」を含む様々な場面で沖縄住民 意思を聞くことなく沖縄政策 すめら てきたから そ、 社説 ような「自治 拡大」へ 要求が高まって るのである。
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（２）地位協定という問題　
さて、同社説では、地位協定が日本の主権行使に制約を生んでおり、 「この問題を解消しない限り、沖縄の主権回復は
絵に描いた餅のようなものだ」とも書かれている。日米地位協定がそもそも、不平等条約とでもいうべき米側に有利な内容であり、普通に考えても、狭い中に米軍基地が集中する沖縄にはそれだけ負担がのしかかる。　
講和条約第三条によって沖縄 正式に日本から切り離され、民主主義を与えられることなく、厳しいアメリカの統治下
に入ったが、その中で沖縄 人たちは確実に自分たちの手で少しずつ民主主義を勝ち取っていった。とはいえアメリカは沖縄社会への軍事以外の公共投資を渋った。翻って沖縄を切り捨てた側の日本「本土」では、五〇年代後半ごろから着実に米軍基地を減らし（＝沖縄へ押し付け） 、高度経済成長という果実を手にする。その頃沖縄 ベトナム戦争での米軍の出撃基地として「悪魔の島」と呼ばれていた。沖縄戦で地獄を見た住民たちが、今度はベトナムへの加害者に加担する立場になってしまったのだ。そして経済成長からも切り離され、 「本土」との経済格差は今日まで埋まっていない。　
社説の提起に関して重要なのは、沖縄は現在においてもまともに主権が回復されていない、という思いが込められてい
ることである。 「四・二八」とともに沖縄「復帰」 （一九七二年）五月一五日もセットで祝えばいいと言う議論もあるが（８）
、それはこの点への答えにはなら い。沖縄「返還」まで米軍がフリーハンドで使っていた沖縄の基地を、返還後にも
地位協定の縛りを受けることを米軍が嫌ったため、外務省は米軍に有利な協定の解釈集を秘密裏に作った。それが復帰を機に作られたとみられてい 「日 地位協定の考え方 （一九七三年 であり、そ 運用実績を受けてさらに米軍寄りに修正したのが「日米地位協定の考え方
　
増補版」 （一九八三年）である
（９）
。
　
二〇〇四年元日付で『琉球新報』がスクープしたこの文書は、ま に日本が主権国家なのか疑わせる内容であり、復帰
後でも沖縄での米軍の振る舞いが様々に沖縄の人々の人権を踏みにじってきたことと考え合わせて考える時
）（1
（
、先の『沖縄
タイムス』社説の指摘が説得力を持つ。日本から切り離されたことによって、米軍基地の集中が進んでいったという歴史
207
「主権回復の日」を問う
　　(7)
と、主権が十分に回復されていないという沖縄の現状とがつながっている状況を見落としてしまえば、沖縄の怒りは全く理解できない。　
もっとも、同スクープにかかわった元琉球新報記者の前泊博盛の指摘するところでは、以前であれば米軍が「沖縄でい
くらメチャクチャ ことをしても本土ではそれほどひどいことはしない」ということだったにもかかわらず、近年では本土でも「 」なことが起こり得るように、沖縄との差がなく ってきたという
）（（
（
。安倍首相が一九五二年の「主
権回復」を強調する裏 日本の主権はそこを起点にアメリカの前に弱められてきたという主張も成り立つわけだ。　
この問題に対して、現在の国際社会において、一国での安全保障が可能なのはアメリカと中国くらいだからやむを得な
いという反論も きないことはない。しかしそれでは「主権回復の日」を祝う意味がよく分からなくなる。というよりも、この沖縄への基地集中と日米間のいびつな関係 生んだ根本が日米（旧）安保条約であり、それは講和条約と同日 締結されて、 同日に発効したのである。日米安保体制 （ して、 より広い視角としての 「サンフランシスコ体制」 ） の考察抜きに「四・二八」を考えることはできないのである。　　　　　
３節．そもそもなぜ日本は主権を喪失したのか
　
さて、沖縄の人々が問題にしている「主権」の問題は、一九五二年四月二八日に沖縄が日本から切り離されたという問
題と、 「本土」との差が明らかに存在し、現在に至るまで主権が真に回復されたとは言えない点、現在に至るプロセスの中で沖縄住民の意思が問われることがなかった点にあることを見てきた。では政府による「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」での首相式辞では、この日付がどのよう 位置づけられ おり その問題は何なのかを見て くこ にしよう。以下、首相式辞と書く際にはこの式辞を指すこととする
）（1
（
。
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そもそも多義的な「主権」という言葉を用いて、それを「回復」ということばとセットにして用いている点に注目した
とき、これは戦争で敗れたことにより喪失した主権の回復、つまり対外的独立という意味での主権を指している。そうであるならばきちんと考えなければならないことは次の
2点である。 （１）そもそもなぜ日本は主権を喪失したのかという
点（主に本節）と、 （２） 「四・二八」は様々な位置づけが可能な日であり、なぜ「主権回復の日」と位置付けるのか、少なくともその位置づけに 必然性がなく、別の位置づけがそもそも であり、しかしそうした議論を経ずに安倍内閣がこの式典を設定した、という点（主に
4節）である。以下、本節では敗戦による日本の主権喪失の意味を、戦争認識に関
わる点と、主権喪失そのものにつながる無条件降伏について、そ て日本国憲法の制定を含んだ国民 の成立という三つの観点から論じていく。（１）敗戦認識について　
首相は式辞においてこう述べている。
　
国、敗れ、まさしく山河だけが残ったのが、昭和
20年夏、わが国の姿でありました。食うや、食わずの暮らしに始
まる
7年の歳月は、わが国の長い歴史に訪れた、初めての、そして、最も深い断絶であり、試練でありました。
　
戦後の日本社会で広く受け入れられてきた感覚とは大きくずれていることにお気づきだろうか。一文目はまだしも、問
題は二文目である。戦時期をくぐり抜けてきた人々の多くが戦後に口にし あるいは書いてきたことは、占領という七年の歳月による「断絶」などではない（むろんそうした人が少数いたことは否定しない） 。当時を生きてきた人々 言ってきたことは、一九四五年八月一五日と う日によっても らされた断絶、つまり「戦前・戦中」と「戦後」 の断絶であ
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る。むろんメディア研究者の佐藤卓巳が示したように、戦後長らく八月一五日という日がクローズアップされ、さらにはステロタイプ化されることで問題が生じたことは確かである
）（1
（
。それは憲法学者の古関彰一が指摘するように、日本による
戦争被害を受けた国の人々への認識を欠落させ、責任を取らぬままに、日本国憲法の成立をもって大日本帝国から断絶した新国家になれたという自己イメージを作ってしまったことで、アジア諸国に対して今日まで禍根を残している
）（1
（
。
　
だがそうしたマイナスはあっても、戦後の到来がもたらした断絶は、当時を生きた人々の人生を大きく揺さぶったこと
は間違いない。 「終戦」は戦時中の生活しか知らなかった少国民たちに戦争は終わるのだと教え、民間人たちにもう空襲におびえなくてすむ喜びを与え、更に本土決戦で竹槍 持 て戦車や
B 
29に向かうことを回避させた。そして兵士たちは
死ななくてすんだと安堵し、あるいは死んでいった戦友たちに対 て「生き残って申し訳ない」という思いを抱き、もうないと思っていた「この先の人生」が新しく出現して まっ ことに戸惑いをおぼえた。　
このような長い戦争からの「解放」としての八・一五の断絶を差し置いて、占領期の七年間を「最も深い断絶」と語る
のは奇妙 こ である。無謀な戦争 結果、大日本帝国 臣民一人一人に 、無責任な指導者たちを上にいただく形で主権を喪失（無条件降伏）した などよりも、戦争が終わったことの方が正直嬉しかっ という過去を無視することで成り立つロジックであり、もっと言えば敗戦に打ちひしがれた は多くの場合、自分 ちが を追及されかねない立場にいた指導者（首相の祖父 り、
A級戦犯容疑者であった岸信介はこの筆頭格である）か、それに近い人々であった
ということでもある。いや、その多くは 敗戦に打ちひ がれ 間もなく、 「敗戦」あるいは「降伏」を「終戦」と言いくるめること 、負けたことへ 責任をそらすため 動き始めたのである。　
敗戦が主権喪失の出発点である以上、 「主権回復の日」においてここがぼかされ しまうとすれば致命的であるが、む
しろ首相式辞はその敗戦を直視することを避け、ぼか ことに気を配っている。
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（２）無条件降伏について　
そもそも、なぜ日本が主権を喪失したかと言えば、ポツダム宣言を受諾し、無条件降伏をしたからである。そしてこの
ことは、 「講和」の意味をしっかり考えるためにも重要なポイントである。ちなみに、この「主権回復の日」の必要性を早くから主張してきた小堀桂一郎が、おそらくは江藤淳の議論を参考にしつつ、日本は無条件降伏していないという前提で議論をしてい
る
）（1
（
。これはポツダム宣言の条項（
term
s ）を日本側に提示された条件（
conditions ）と捉えて、相互契約的
なもの（条件付降伏）と見なすロジックだ 以下に論ずるようにこれはある種の「願望」に過ぎず、国際的に通じる議論ではない。　
一九四一年一二月八日、日本軍はマレー半島コタバルに上陸することによってイギリスと開戦し、その約一時間後、真
珠湾を奇襲、そこから遅れること約一時間、ようやく米英に宣戦布告した。これによって国際法上、日本は英米と戦争状態に入ったわけだが、それより以前、一九三一年 「満州事変」か、遅く見積もっても一九三七年 日中戦争以後、日本と中国とは宣戦布告の いまま戦争状態に入っていた。だが、日本の英米への宣戦布告を受け、連合軍 一員として中国が正式に日本に して日中は初めて法的な戦争状態に入った。　
以後、反ファシズムという立場から民主主義を守るという大義を掲げた連合国に多くの国が賛同し、日本の敵国となっ
た。五一年、日本との対戦国としてサンフランシスコでの講和会議 参加したのは五一ヶ国であった。ちなみに一九四五年四月、連合国を母体 した国際連合創設の会議に参加国したのは五〇ヶ国である。　
通常、
Aと
B（それぞれ一国の場合もあるし、複数の同盟国である場合もある）が、何らかの利害の対立の結果戦争と
なった場合、戦闘を通して情勢が変わり、互いに利害に関する条件の調整が可能な見通 立てば、停戦合意をする。この時、両者は法的には戦争状態にあるが、 闘を停止して講和（
peace
＝平和）に向けての交渉、会議を行う。そして条
件が合意できれば講和して は終わり、国交が回復する。合意できない場合、停戦がズルズル伸びることもあれば（朝
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鮮戦争はこの状態であって、いまだ終結していない） 、停戦合意を破棄して再び戦闘が始まることもある。これが通常の主権国家間の戦争と講和である。　
しかし日本の場合、そうではなかった。日本には、講和条件をめぐって停戦を破棄し、再び戦闘に戻るという選択肢が
残されていなかった だ。降伏を受け入れるに当たり、軍隊の解体が決まっていたからである。 「日本国の戦争遂行能力が破砕 たことが確証されるまで、連合国の指定すべき日本国領域内の諸地点は我々がここに指示する基本的目的の達成を確保するため占領されるべ
き
）（1
（
」 。これはポツダム宣言の第
7項（抜粋）である。これを受諾した上で、更に九月二日
の降伏文書で「下名ハ茲
ここ
ニ日本帝国大本営並ニ何レノ位置ニ在ルヲ問ハズ一切ノ日本国軍隊及日本国ノ支配下ニ在ル一切
ノ軍隊ノ聯合国ニ対スル無条件降伏ヲ布告ス」ということを日本政府は受け入れた。ちなみに「下名」とは、降伏文書にサインした参謀総長（ここでは軍の代表）梅津美次郎と、外務大臣の重光葵（ここでは政府の代表）の両名を指す　
日本政府は八月一四日にポツダム宣言を受諾した。これによって降伏の受け入れを表明したわけだが、実際に日本軍が
活動を停止したことを確認するまで連合 は戦闘を続けた。 「終戦の詔勅」は八月一四日に閣議決定され、八月一五日の正午、ラジオ放送を通じて一般にそれが知らされることで軍事活動を公式に停止し、戦闘は終結し しかしこの「玉音放送」は いわば大日本帝国内向けのおふれ あって、国際的に第二次世界大戦の終結は、日本政府が降伏文書にサインした九月二日を指すのが普通である。　
そもそもポツダム宣言は民主主義の立場からファシスト勢力と戦うという連合国側の、対日戦争終結についての国際的
な公約とも言うべき宣言であった。今ここで、 「国際的な公約」 と書いた。これは連合国における対 戦の中心メンバーだった米英中による宣言なのだが（のちにソ連も署名） 、 日本に対する「最後 通告 性格 もちろん含んでいるもの 、連合国と日本との戦争終結 ための狭い意味での「条件提示」とは考えられないものである。 「敗 後の日本をこうする」という連合国約五〇か国およびそれ以外 国際社会、そして日本人民（政府は含まれない）に向けた意思 表明という性
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格を含んでいるのだ。　
実はこれこそが「無条件降伏」政策の核心である。つまり戦争の相手である日本国政府との相互契約的（
contractual ）
な約束ではなく、連合国 戦争目的としてのファシズム・軍国主義の打倒を貫徹するために、相手側である日本政府の体制（
regim
e ） 、政府そのものを変革することの一方的
00
な宣言なのである。
　
ここで無条件降伏とは、必ずしも勝者が敗者の生殺与奪権を恣にするようなものとしてではなく、第一次大戦の教訓を
踏まえた上での第二次世界大戦の戦後処理という歴史的文脈で考えなければならない。それは従来になかった占領形式としてのかつてない降伏である。つまり第二次世界大戦に固有 降伏（および占領）方式と言えるため、日本を含めたいくつかの枢軸国の事例から、 帰納法的に確定されるべきものと言える。 最も極端なドイツ 例のみを取りあげて 「無条件降伏」とはこういうものだ（日本は違う） 、と言い切 ことはできない。歴史学者の荒井信一の指摘するように、降伏後の対独参戦を前提と（＝連合軍と約束）したイタリアの場合でも、講和条約前文には「イタリアのファシスト体制は一九四三年七月二五日に打倒され、イタリアは無条件に降伏し〔
surendered unconditionally 〕 、同じ年の九月三日と二九日に休戦の条
項〔
term
s of A
rm
istice 〕に調印した
）（1
（
」とあるのである。
　
つまるところ、ポツダム宣言と無条件降伏とは、連合国の戦争目的そのものとともに理解しなければならない。もちろ
ん、現実政治の力関係の中で戦争目的の理念から占領政策がズレることが当然あったが（沖縄の切り離しや冷戦の進行に伴う占領改革の「逆コース」 まさに理念 らの逸脱だっ 二一世紀の今日においても、当時連合国が唱えた人権と民主主義の擁護、侵略戦争の否定は、国際的に通用する理念である。そして、日本の過去の戦争を正当化することは、こうした理念を確立するに至った第二次世界大戦という過去を批判することであり そ 理念そ もの 批判することにもつながる（少なくとも国際的にはそう受け止められる） 、 いうことは忘れては けない。　
だからこそ、安倍首相が第一次政権に就く頃に述べていた「戦後レジームからの脱却」ということばは、連合国に敗れ
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「主権回復の日」を問う
　　(13)
た末に作られた現在の政治体制の否定と捉えられ、それは普通、戦前の体制の肯定として国際的に受けとめられ猛反発を受け のである。首相式辞では戦後日本が「普遍的自由と、民主主義と、人権を重んじる国柄を育て」てきたことを称賛しているが、そうであるならば、新憲法制定など全く必要ないはずである。しかし自民党の憲法改正草案は明らかに「改憲」でなく「新憲法」の制定を目指しており、 「戦後レジームからの脱却」を考えていると思われる。この点からも、 主権の転換」は、 「四・二八」を考える上で重要な意味をもつのである。（３）主権の転換　
さて、既に述べた通り、 「主権回復」という位置づけ自体、対外的意味での主権（いわば独立）に焦点を当てた捉え方
であって、首相の言うところの「最も深い断絶 という占領下の七年間を経て、初めて日本が国民主権の国家になったという点は首相式辞では触れられていない。主権は単に戻ってきたのでは く、占領改革を経て形を変えて戻っ きたのである。当然この「主権の転換」においても、ポツダム宣言は重要な意味を持つ。二〇一五年五月二〇日の国会論戦で、安倍首相は「例えば、日本が世界征服を企んでいたということ等〔ポツダム宣言第６項に当たる―引用注〕も今御紹介になられました。私はまだその部分をつまび かに読んでおりませんので承知はしておりませんから 今ここで直ちにそれに対して論評すること 差し控えたいと思いますが
）（1
（
」と述べて物議をかもした。その後、読んでいなかったのではなく「宣
言の正確な文言を手元に有しておらず、そ よ な状況 具体的な文言に関する議論となったため つまびらかではないという趣旨」だったと説明をしているが
）（1
（
、いずれにせよ宣言の意味を理解していないと考えざるを得ない。
　
ここでその意味を掘り下げて考える必要があるのだが、その際にポツダム宣言以前の連合国の重要な文書・宣言につい
て必要な範囲で触れておく。　
まだ日米開戦より前、ナチスドイツがヨーロッパのかなりの部分を占領していた一九四一年八月、米大統領
F．ローズ
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ベルトと英首相チャーチルが大西洋憲章（
A
tlantic C
harter ）に署名した。この第１項で「両国は領土的その他の増大を求
めない」 、第
2項で「両国は関係人民の自由に表明する希望に一致しない領土変更が行われることを望まな
い
）11
（
」とあるよ
うに戦争を利用した領土拡大を否定している。もちろん領土拡大そのものを目的とした侵略戦争が否定されるのは当然である。世界最大の植民地保有国であった英国がこれを述べることが欺瞞的であるという面は当然ある 、ナチスをはじめとする侵略への対抗 力を結集するために国際社会にこう宣言したことは、脱植民地化の勢力を勢いづけた。もっと言えばこのことから、四五年に米国政府が沖縄の人々の「自由に表明す 希望」抜きで行った施政権の変更が、当時の国際的基準においても不当であったこと 批判 ことも可能であ 
ここでもう一つ重要なのが第６項である。 「 『ナチ』の暴虐の最終的破壊の後両国は一切の国民に対しその国境内に於て
安全に居住する手段を供与し かつ一切の の一切の人類が恐怖及欠乏より解放されその生を全うできるこ を保証する平和が確立されることを希望する」 （傍線引用者） 。こ で傍線を引いた部分は日本国憲法における平和的生存権にもつながっていく文言であ が、この文言を別 角度から考えると、次 ような論理が見えてく 。 「ナチ」のような暴虐的な国家体制（広義の政府）が破壊された後、 「一切 国の一切の人類」に対 「恐怖及欠乏より解放され ることを希望として英米両国が述べている以上 は侵略者側であるドイツ人民（そしてその後同じく英米の敵となる日本人民）にも、等 く適用されるべきものであり 普遍的な理念とはそういうも な である。　
こうした考え方は、国際法学者の大沼保昭が詳細に論じているように、戦時中に紆余曲折を経ながら「指導者責任観」
を前提とした戦争責任観へと結節し く。論理的に 「指導者責任観」と、その国の国民一般への処罰はトレード・オフの関係ではない（共存しうる） 、ここでは、侵略戦争を指導した指導者 責任を追及しつつ、その国の国民一般に対する懲罰的行為 行わない、つまりファシスト的指導者 国民 峻別するとい 立場とセットと こ 時期 「指導者責任観」が確立していく と う点が重要である
）1（
（
。
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この方針が明確な形で表明されたのが、 「無条件降伏」政策を打ち出した、英米による一九四三年一月のカサブランカ
会談である。この無条件降伏は、四四年の米国の内部文書で次のように定義されている。 「この表現にはそもそも勝者が敗者に対して望むど ような項目も押し付けることができる権利が含まれている」 。降伏の「文書は日本の権力が無条件に降伏し、彼らが連合国が政策の実施上必要と考えた措置に反対しないという一方的な声明となるだろう
）11
（
」 。
　「一方的な声明」であり、相互の契約的な文書ではない、というところが、無条件降伏の重要な点である。ここで書かれていることには大沼が指摘するように、 「ローズヴェルトの行動の自由を最大限に保持」すると同時に、 「戦争を、国家間における力のゲームではなくして、正義を担う警察官が邪悪な犯罪者 対して行う懲罰行動として捉える」という発想が含まれてい
る
）11
（
。これを大沼は「ノン・コミットメント」 （政治問題に関して具体的な言及を避け、フリーハンドを保持
する）と呼んでおり
）11
（
、政治的な思惑と正義の戦争という考えが混在しているわけで、これだけを取り出して極論を考えれ
ば、誤った戦争を実行した相手国の国民の奴隷化や敗戦国民への報復的処罰も可能ということになる。それは相手側に死に物狂いの抵抗をもたらすことになり、また、連合国の戦争目的の「正しさ」を損いかねないものであ のため、この無条件降伏と合わせて強調され、両首脳が記者会見等で度々言及した が、相手国の 民の撲滅を意味す ものでないという立場である。この正当化に いて、先に挙げ 大西洋憲章が再び持ち出されることとなる。　
とはいえ、フリーハンドを保つためには、処罰される指導者とは誰（どの立場）までであるかを事前に明確に相手側に
示すことはできない。一九四五年初頭には、日本政府の高官の多くは戦争に勝ち目がないことを認識しており、どう自分たちに少しでも有利 形 戦争を終結させるかの議論が内部的になされていた。そして、そこで問題 なった が 無条件降伏政策を打ち出した連合国に対し、 「国体護持」 天皇中心の国家を維持できるか否かと う点であった。そして連合国の中でも、天皇の処遇をどうするかについての駆け引きが繰り広げられることになる　
四五年に入り、対日参戦前だったソ連を仲介役とした終戦工作を日本が試みようとする中で、二月のヤルタ会談ではソ
198
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連の対日参戦が決まり、大西洋憲章に反するソ連の北方領土獲得などの密約が話し合われた。同年四月、ソ連との協調路線を進めてきたローズベルト 統領の死を経て、米英ソの駆け引きが強まる中で、七月二六日に出されたのがポツダム宣言だった。まさに一方的に出された宣言に対し、 「国体護持」の可否がわからない鈴木内閣はこ を「黙殺」した。しかし原爆投下とソ連参戦を受け、本土決戦になったら天皇の責任追及は免れないという声が首脳部内でも強まり、八 一四日、ポツダム宣言受諾を決めた。　
ポツダム宣言第
6項には、 「われらは無責任な軍国主義が世界から駆逐されるまで平和、安全及び正義の新秩序が成立
しえないことを主張し、日本の人民 欺瞞し世界征服の挙へと誤り導いた者の権力及勢力は永久に除去されなければならない」とある。日本の人民をだまされた側とし だました側（指導者）と明確に区別した上で、指導者勢力の除去が明確に述べられてい そ て
7項（前述）にある通り、 「日本国の戦争遂行能力が破砕され」るという条項（
term
s ） 、ここ
では相互の約束 しての条件〔
conditions 〕とは区別されるべきも
の
）11
（
と、軍国主義の駆逐を前提とした上で、 「日本の人民
が自由に表明する意思に従って平和的傾向 有し責任ある政府が樹立される」 （
12項）までの占領を日本政府は受け入れ
て降伏したのである。　
13項には、 「われらは日本国政府が直ちに全日本国軍隊の無条件降伏を宣言して、その行動において誠意をもって適当
かつ充分な保障を提供することを同政府に対して要求する」とあり、軍隊に対する無条件降伏しか明記されていない。しかし同項の後半にはこの宣言に書かれたことを受け入れる「以外の 本国の選択は迅速かつ完全な壊滅あるのみ」という脅しが書 れている。粟屋憲太郎 よれば、 うした脅し（によ 駆け引き）から、当時の政府首脳は本土決戦になったら天皇の責任追及は免れないという判断を下し と
う
）11
（
。少なくとも四四年一一月の時点で、米国務省の内部文書では、
天皇が無条件降伏の文書にサインする が望ましいと考えており、当然、軍 みならず日本国全体 を想定してい
た
）11
（
。しかし実際には、日本政府が宣言に沿って「誠意をもって」 （
good faith ）行動するよう要求するという、相互的
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な解釈も不可能ではない文章になった
）11
（
。
　
とは言え、 「日本国政府は日本人民の間での民主主義的傾向の復活強化に対する一切の障害を除去すべき。言論、宗教
及思想の自由並に基本的人権の尊重は確立されるべき」 （
10項後半）という文言や、先の
12項のように、自由と民主主義
という原則に基づいた政府が樹立されることを、 日本政府は明確に受け入れているのであり、 このポツダム宣言の受諾（無条件降伏）抜き 、 国民主権への転換はあり得 かった。そしてそれは日本国憲法の制定・施行によって現実のものとなったのである。言うまでもなくこの体制の断絶を理論的 立場から説明しようとしたのが、宮沢俊義の「八月革命説」である
）11
（
。要するに、私たちが今日手にしている 民主権は、一度大日本帝国の 権を喪失し、連合国 よる占領改革（憲法制
定を含む）を経ること抜きにはなかっ ものであるが、 「主権回復の日」の首相式辞にはこの視点が完全に欠落している。　　　　　
４節．
　
四・二八の意味
　
―日本の西側への組み込み―
　
前節で論じたように、 「四・二八」に回復された「主権」の意味を考えるためには、日本 無条件降伏と日本国憲法の成
立とに向き合わなければならない。しかしながら一九五二年四月二八日と う日付が持つ意味はもっと広い。つまり「主権回復」という位置づ 以外にも、今日の日本のあり方と関わる重要な意味を持つ なのだ。紙幅も尽きてきたので、駆け足でそのことを見て、本稿の締めくくりに進んでいこう。　
そもそも講和当時にあって、条約の発効を「主権回復 と位置付けることはほとんど見られないことだった。むしろ今
回の式典の名前の後半 付け足しのように出てきている、 「国際社会〔への〕復帰」 方がまだ一般的な言葉だった。ちなみに首相式辞には、冒頭で式典の名前として「国際社会復帰」と う言葉が一度（類似 表現として「国際社会に再び参入」という言葉も一回）使われているだけなの 対して、 「主権回復」という言葉は全部
6回出てきている。
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そして忘れてならないことは、講和前にあってはそのあり方をめぐる議論が国内で活発に行われたということである。
ほかでもない、アメリカを中心とした西側との片面講和（あるいは単独講和）か、西側に加えて中ソを含めた交戦国全てとの講和を行う全面講和か、ということである。この問題は安保条約の締結と、さらには現在東アジアのナショナリズムを高める原因となっている領土問題とも関わってくる論点であり、冷戦終結後の今日の視点から考えた時、全面講和を支持していた論者の見通しが先見性を持っていたことも指摘されている
）11
（
。
　
また、 「独立」ということばも頻繁に使われていたが、 首相式辞には、 「独立」が出てこない。 「独立」の前提である「占領」
という過去を直視す のが嫌 のではあるまいか。 っ 言えば「占領」が前面に出てしまう その中心的主体であった米国との関係の複雑さを直視し ければならず それを避けた格好になっ のである。あるいは、日本が占領改革を経て初めて国民主権 手にしたという事実が、 「押し付け憲法論」を主張する論者にとって直視した 過去ではないからかもしれない。 「 回復の日」 に対 右派から出て る批判 は、 日本は主権を完全に回復 て ない にそれを祝っている、という形が られる（また、天皇の政治利用への批判もある
）1（
（
） 。
　
このことと関係して、 「四・二八」は日米安保条約（旧条約）の発効日でもあるが、 「主権回復」と論理的にはすんなり
つながらな 安保条約の位置づけは、 「日米同盟」 重視する自民党にお ても出したくないものなのだろう。首相式辞では占領の主体（連合軍の中心） しての米軍も出てこなければ 安保条約発効の日という事実も触れられていな 。米軍について言及されるのは唯一、震災時の トモダチ作戦 ある。　
上述の通り、サンフランシスコ講和条約とは、日本の対戦国全てとの講和である「全面講和」か、アメリカを中心とし
た西側諸国だけとの「片面講和」 （単独講和）か、という理論上 選択の中 力関係上、西側諸国だけとの講和を結んだものであった。それはとりわけ最も長きにわたって日本が戦争をした中国大陸を代表する政府 して中華人民共和国が成立したにも関わらず、冷戦の論理が働いて同国政府が講和会議に招待されなかったと う点で致命的だ た。台湾に逃
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れた蒋介石の中華民国政府を「中国」として承認していたアメリカの思惑もあり、他方、英国が中華人民共和国を承認していたというズレもあり、結局両 もに講和会議には呼ばれなかった。ただし台湾とは、まさに一九五二年四月二八日に日華条約という、台湾からすればあまりに妥協的な講和条約を日本は個別に結ぶことで 戦争の処理よりも冷戦のための西側の友好国 関係構築が優先された。こうした形でのなし崩し的な戦争処理は 現在の歴史問題はもちろんのこと、領土問題にも影を落としている。　
本来、かつての紛争当事国同士が、戦争後の国交回復（あるいは講和）において領土を確定することが行われることは
望ましいあり方である。ましてや、サンフランシスコ講和会議のよう 多国間の枠組みにおいて領土が確定すれば、それは国際的に動かしようのないも としてその地域の安定した関係の構築の土台に る。ところが、アメリカを中心 した講和条約作成のプロセスにおいては意図的に、条約で 領土確定を避け、日本と周辺諸国 紛争の火種を残した。国際関係論研究者の原貴美恵は、条約 案文作成のプロセスを丁寧にたどった上で 「条項は、処理領土の厳密な範囲や最終帰属先を明記していない。このことは、様々な『未解決の問題』を生み出すことになる。条約の表記は偶然でも間違いによるものでもなく、慎重 検討と幾度にもわたる修正が重ねられた結果であっ 。これらの問題 欧州より複雑に展開したアジア太平洋地域の冷戦を反映して 故意に未解決にされた である
）11
（
」と書いている。アメリカは自分たちの戦略上必
要なので極東 拠点として日本・沖縄に基地を置いて るはずなのだが、日本と周辺国の関係が不安定になれば、日本が望んでいるから基地を置いている だと恩を着せられる
）11
（
。場合によっては「ビンのフタ」理論で、日本と対立する国に恩
を売ることもでき 。　
戦争の処理のための講和に冷戦の論理を持ち込むアメリカの姿勢に反発し、連合国のうちインド、ビルマ、ユーゴスラ
ビアは講和会議に不参加。会議に参加した国でもソ連、ポーランド、チェコスロバキアは条約 調印しなかっ　
結局のところ、戦争処理という講和条約本来の目的が薄められ、冷戦下におけるアメリカの世界戦略に独立後の日本を
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組み込むための条約という性格が強くなったため、日本にとっては賠償などが非常に少ない「寛大な講和」となった。同時に、戦争処理がないがしろにされた分、当時の日本国内における講和をめぐる議論も、若干の例外を除けば、日本の侵略や植民地主義を清算するという視点が欠落することにもつながった
）11
（
。それは被侵略国の人々の思いを軽視することであ
り、冷戦の緩和によってアジア諸国とのつな りが強まる七十年代以降に、日本が戦争の加害責任・植民地支配責任を問われることとなり 現在まで問題がこじれている。　
そして当然、侵略に対する反省も、 「主権回復」 （＝講和）時点で棚上げにされた様々な戦後処理、特にそれがアジア諸
国に対する歴史的な禍根を残している点も、首相式辞で述べられ はなかった。　
ちなみに首相式辞において、戦後におけるミャンマー（当時ビルマ）とインドへの経済支援に触れた部分がある。両国
は講和会議のあり方を批判して会議に参加しなかったわけで、 「四・二八」の講和が不十分であったという点とつなげて言及されてもいいはずだが、そういうこと は触れられていない。戦後日本が途上国支援という名目の戦争処理を通じて企業の海外進出を進めてきたことをポジティブ 位置づけ、今後の経済進出先として「有望」 考えられる両国を国内に印象付けようということであろう。　
結局、 「前向き」 とか 「未来志向」 とでも言われる歴史とは、 自分たちに都合のいいことだけを見ることによって成立する、
きわめて独善的な歴史イメージに過ぎない。都合の悪い他者（他国）像は、 友好国 の場合でも封じ込 ていくの る。こうした点への批判は既に歴史修正主義に対して何百回と言われてき ことだ 、首相が堂々 これをやってのける状況にあることは、見過ごしてはならない。また、今までは戦争 記憶（加害・侵略・植民地化）の書き換えが中心だったのだが、世代交代に伴い戦後初期の体験を持つ人々が減っ くるこ で 後史イメージの「都合のよい」書き換えが行われ始めているのが現状なのである。　
敗戦（四五年）を断絶とすることの拒否、そして占領改革で作られた今の日本国憲法体制と現在の連続性を軽視（ある
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いは拒否）し、四月二八日を大きな断絶として位置づけることは、今でさえ大きいとは言えない侵略への反省を一層無化することに加え、現行憲法の体制を空洞化していく形で戦後史を書きなおしたいという思いとつ がっているのである。
注（
1） 二〇一五年二月一七日参議院本会議、郡司彰議員（民主党）の質問に対する答弁。
（
2） 佐藤優「ナショナリズムという病理
( 第六八回
) なぜ沖縄が『主権回復の日』に忌避反応を示すのか？」 『創』四三巻
5号（二〇一三
年） 、青木理「メディア遊動日記
( 第五回
) 「主権回復の日」と「屈辱の日」の断層」 『社会運動』二〇一五年七月号など。
（
3） 武藤一羊「講和・安保条約の欠けた「主権回復の日」―
―誰が誰から何を回復したのか」 （二〇一三年四月二二日記）
　
ピープルズ・
プラン研究所ウェブサイト、
http://w
w
w
.peoples-plan.org/jp/m
odules/article/index.php?content_id=148　（二〇一五年一一月四日
D
L ）
（
4） 西川伸一 「 『主権回復・国際社会復帰を記念する式典』 を批判する
 : その政治的含意をめぐって」 『政経論叢』 八二巻
3・
4号 （二〇一四
年） 。
（
5） ジョン・ダワー、ガバン・マコーマック「序言」ダワー、マコーマック『転換期の日本へ
　
―
「パックス・アメリカーナ」か「パッ
クス・アジア」か』 （
N 
H 
K出版新書、二〇一四年） 、一五頁。サンフランシスコ体制の詳細はダワー執筆の第１章で説明されている。
（
6） 芦部信喜、高橋和之補訂『憲法』 （第六版、岩波書店、二〇一五年） 、三九頁。もっとも、この一つ一つもまた色々な解釈が可能
で複雑なものである
（
7） 前掲書、四二頁。
（
8） 一例として、衆議院予算委員会での細野豪志議員（民主党） 発 。二〇一三年四月五日。
（
9） 琉球新報社編『日米地位協定の考え方
　
外務省機密文書
　
増補版』 （高文研、二〇〇四年） 、三頁。
（
10） 「地位協定の考え方」によって実際に引き起こされた被害を検証した琉球新報社の本として、琉球新報社編『日米不平等の源流
 : 
検証「地位協定」 』 （高文研、二〇〇四年）を挙げておく。
（
11） 前泊博盛編著『本当は憲法より大切な「日米地位協定入門」 』 （創元 、 二〇一三年） 、 引用は一〇七頁。沖縄と 土の差が無くなっ
ていく事態については一〇六‐一一五頁。
（
12） 引用は首相官邸ホームページ（二〇一五年一一月五日
D
L ）　
http://w
w
w.kantei.go.jp/jp/96_abe/statem
ent/2013/0428shikiten.htm
l
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（
13） 佐藤卓巳『八月十五日の神話
　
終戦記念日のメディア学』 （ちくま新書、二〇〇五年） 。
（
14） 古関彰一「戦後日本の戦争責任認識―占領期を中心に」 『季刊戦争責任研究』第七〇号（二〇一〇年冬季号） 。
（
15） 小堀桂一郎『 「国家主権」を考へる
　
―四月二八日は何の日か―』 （国民會舘、一九九八年） 、八―一三頁など。
（
16） 国立国会図書館ウェブサイトの英文を神子島が訳した。
http://w
w
w.ndl.go.jp/constitution/e/etc/c06.htm
l 。ポツダム宣言は連合国側か
らの一方的な宣言であって、正式な文書は英文のみである。一般的に用いられている訳文は当時の外務省による訳であるが、例えば後述の
6項を考えると、
the people of Japan 「日本人民」が「日本国国民」と訳されているなど、 国民主権への転換を考えるにあたっ
て、外務省の政治的スタンスが反映されており問題があるため、筆者が翻訳したものを引用した。
（
17） 荒井信一「教科書検定と無条件降伏論争」 『歴史学研究』五三一号（一九八四年八月） 、一六―一八頁。イタリアの講和条約の条
文は米連邦議会図書館（
Library of C
ongress ）ウェブサイト内
”Treaty of Peace w
ith Italy”
より訳出。
（
18） 両院国家基本政策委員会合同審査会、二〇一五年五月二〇日。志位和夫議員（共産党）の質問に対する答弁。
（
19） 「衆議院議員初鹿明博君提出安倍総理が党首討論においてポツダム宣言を読んでいないと発言したことに関する質問に対する答
弁書」 、二〇一五年六月二日。
（
20） 大西洋憲章は以下、国立国会図書館ウェブサイトの邦訳を参考にしながら、
http://w
w
w.ndl.go.jp/constitution/e/etc/c07.htm
　
の英文
（原文）を神子島が翻訳した。
（
21） 大沼保昭『戦争責任論序説』 （東信堂、一九七五年）第
2章
1節。ちなみに大沼によれば、この「峻別」の立場を理論的に終始
一貫して主張していたのはソ連である。同書 七三頁。
（
22） 引用は
U
nited States D
epartm
ent of State, Foreign relations of the U
nited States diplom
atic papers, 1944. The N
ear East, South Asia, and 
Africa, the Far East. p.1276. 以下同書は
FR
U
S
と略記。同書のこの前後の部分からは、日本についての無条件降伏を具体的にどうす
るのか、米国内の模索が窺える。
　
カサブランカ会談についての基礎的な情報 、
FRU
S. The C
onferences at W
ashington, 1941-1942, and C
asablanca, 1943 (1941-1943). こ
の号を含め、一九六〇年までの
FRU
S
は
http://uw
dc.library.w
isc.edu/collections/FR
U
S　
から本文を閲覧できる。
（
23） 大沼前掲書、一六四頁。
（
24） 同前、一七三頁。
（
25） term
と
condition
の違いについては、 粟屋憲太郎 『東京裁判論』 （大月書店、 一九八九年） 、 一二四頁。また、 同書Ⅰ―
3の （注
7） には、
無条件降伏に関するこの時点までの先行研究 まとめられている。
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（
26）
粟屋憲太郎「解説」粟屋憲太郎編『資料日本現代史
2　
敗戦直後の政治と社会①』 （大月書店、一九八〇年） 、四七一―四七二頁。
（
27）
前掲
FRU
S 1944. The N
ear East, South Asia, and Africa, p.1277.
（
28）
米国国務省は当初想定していた日本への無条件降伏要求と、ポツダム宣言の文言の違いを対照させて、違いの持つ政治的意味を
四五年七月末ごろに検討している。
FRU
S 1945. the C
onference of Berlin (the Potsdam
 C
onference), p.1285.
（
29）
宮沢俊義「八月革命と国民主権主義」 『世界文化』一巻四号（一九四六年五月） 。
（
30）
坂本義和『日本の生き方
　
坂本義和集
4』 （岩波書店、二〇〇四年） 。ただし同時に全面講和論は沖縄への視点や植民地化の責任
への視点が欠けているという限界も指摘している。二一三―二一四頁。
（
31）「 『主権回復式典』は米国占領軍の実体を隠蔽するまやかしである。 〔中略〕この式典に天皇陛下のご臨席を仰ぐなど言語道断、自民党の天皇陛下の政治利用を許すな。 」 『西村修平が語る日本イズム』 サイト 「告知 『主権回復記念式典』 反対！自民党街宣とデモ行進」より。西村は「主権回復を目指す会」 どで活動している右翼活動家である。ちなみに同ページによると、同デモおよび集会の呼び掛け団体として、統一戦線義勇軍、一水会、大悲会、野村秋介思想研究会が並んでいる。
http://nipponism
.net/w
ordpress/?p=22147
　（二〇一五年一一月四日
D
L ） 。
（
32）
原貴美恵『サンフランシスコ平和条約の盲点』 （新装版、渓水社、二〇一二年） 、二八七頁。
（
33）
アメリカの国益追求の露骨な例は、五〇年代における北方領土一部返還に向けた日ソの動きに対しての介入である。孫崎享『戦
後史の正体』 （創元社、二〇一二年） 、一六九― 七二頁。和田春樹『領土問題をどう解決するか』平凡社新書、二〇一二年、第
5
章など。　
もとより、現在の東アジアにおける領土の摩擦がすべてアメリカの陰謀によるというような話ではない。例えば尖閣問題による
現在の日中関係 悪化は、アメリカが望まないレベルに入っているだろう。 か 元を正せば、講和において戦後処理をきっちり行わなかったことのツケが、現在の状況に反映されている。
（
34）
大沼保昭『東京裁判から戦後責任の思想へ』 （増補版。東信堂、一九八七年） 、一七一頁。同書は何回か改訂されているが、さし
あたり筆者の手元にある増補版のページ数を記した。また、 「例外」として、講和前後の時期において侵略の問題につ て指摘していた論者に関しては、古関彰一『 「平和国家」日本の再検討』 （岩波書店、二〇〇二年） 一〇〇―一〇三頁 挙げられている。
190
